 スロベニア情勢（２０１３年３月：月報）

在スロベニア日本国大使館
２０１３年４月


１．内政

Ⅰ新政権発足
（1） 連立合意と新政権発足
　１３日、「積極的なスロベニア（PS）」、社会民主党（SD）、年金者党（DeSUS）、「市民のリスト（DL）」の４党が連立合意文書に署名をし、翌１４日、ブラトゥシェク次期首相が新連立の閣僚名簿を国民議会に提出した。その後、国民議会の委員会は各候補者に対するヒアリングを行い、２０日、国民議会において、賛成５２票、反対３５票で可決され、ブラトゥシェク新内閣が承認された。

（2） ブラトゥシェク新内閣について
　２０日に国民議会で承認されたブラトゥシェク新内閣は、PS、SD、DeSUS、DLの４党による中道左派連立政権。国民議会における議席数は全９０議席中４９議席となり過半数を占める。ブラトゥシェクはスロベニア史上初の女性首相となる。また１４名の閣僚中、首相を含め３名が女性閣僚となる。

基本的にはヤンシャ前政権で行われてきた主要政策を引き続き実施すると見られており、バッドバンクや国家ホールディングの設立は継続する見込みである。ただし、これまでの緊縮財政政策から景気刺激をメインとした政策にシフトする。ブラトゥシェク新内閣は、４党連立の維持をはじめとして、取り組む課題が山積しており、政権の運営は困難と見られる。同内閣は１年後に信任投票を実施する予定であり、否決された場合は解散総選挙となる可能性が高い。

２１日、ブラトゥシェク首相はヤンシャ首相から業務を引き継ぎ、同日、新内閣初の閣議が開催され、次官任命等の人事が行われた。

（3） 新政権発足直後の閣僚辞任

　新政権発足の数日後の２５日、マヘル・インフラ・空間計画大臣が、自身の所有する不動産の違法建築疑惑を理由に、ブラトゥシェク首相に辞表を提出した。新政権発足後、わずか１週間弱という異例のスピードでの大臣辞任となった。

マヘル大臣所有の不動産に関して、かねてからマスコミ報道で違法建築疑惑が取り沙汰されてきた。同大臣は一貫して違法建築を否認してきたものの、今般、倫理的観点から、当該疑惑を向けられた状態で大臣職を遂行することは困難として辞任を表明した。

Ⅱその他

（1） 年金者党及び人民党における党首選挙の実施
　１日、年金者党（DeSUS）党首選挙が実施され、現職のエリヤヴェツ党首が２名の候補者を破り再選を果たした。エリヤヴェツ党首は２００５年より同党党首を務めており、今回の再選によりさらに４年任期が延長された。また２日には人民党（SLS）党首選挙が実施され、ジェリヤウ前経済開発・技術大臣に代わり、ボゴヴィッチ前農業・環境大臣が新党首に選出された。なお、ジェリヤウ前党首は一身上の理由により政界からの引退を宣言している。

（2） マリボル市長補欠選挙の実施

　　スロベニア第二の都市マリボルで、汚職問題に端を発した市民の大規模デモにより昨年１２月同市市長が辞任したことを受け、１７日、市長補欠選挙が実施された。選挙の結果、無所属候補のアンドレイ・フィシュトラベツ氏が過半数の得票率（５２．７％）を獲得し新市長に選出されたが、投票率はわずか３１％であった。
フィシュトラベツ氏は、社会科学者として学術分野で活動しており、昨年秋よりマリボルで行われた汚職に対する抗議デモの中心的人物として知られている。今般の選挙では、工業都市としてのマリボル市の経済復興をマニフェストに掲げた。同氏の任期は、２０１５年秋の地方選挙まで続く予定。


２．経済

（１）労働市場改革案の可決
５日、雇用関係改革法及び労働市場改革法の労働改革２法案が国民議会において可決された。当該法案を巡っては、政府と労使の間で約半年に渡り交渉が行われてきたが、今般、政労使が合意に達し法案可決に至った。

本労働改革では、労働市場の硬直性を緩和し、雇用の柔軟性を確保することを主要目的とし、若者世代の雇用拡大を目指した。新法の下、解雇通告期間は現行の最長１２０日から８０日に縮小され、解雇手当は勤続年数に基づき段階的に減額される。また、雇用及び解雇手続きの簡素化が図られる。これにより、解雇に伴う雇用者側の負担を軽減することで、労働市場の柔軟性を確保し、新規雇用の促進を図ることが可能になると見られている。特にベンチャー企業に対する雇用時の税負担軽減措置が導入されており、これまで新規雇用を見送ってきた中小企業が雇用を再開するきっかけになることも期待されている。一方、当初提出された改革法案とは異なり、新法では、失業手当に関する変更は加えられなかった。また、有給の昼食休憩と年次ボーナスの支給についてもこれまでと同様に継続する。

今回可決された２法は、約１ヶ月後の４月に施行される予定。

（2） ＩＭＦにより経済評価報告
　２０日、IMFがスロベニア経済に対する評価報告を発表した。同報告書によれば、スロベニアは金融危機、財政再建、脆弱な企業バランスシートの負のループに陥っており、早急に対策を講じる必要があるとした上で、優先事項として金融セクターの立て直しと企業バランスシートの改善を求めた。また、構造的な財政赤字を削減するため、引き続き財政再建に取り組むことが重要であるとした。
　銀行の不良債権問題については、国内銀行の不良債権が２０１１年の１１．２％から２０１２年には１４．４％に増加し、特に大手３銀行は、同時期における不良債権の割合が１５．６％から２０．５％に拡大していることを示した上で、深刻な状況にあると指摘した。またバッドバンクの設立を歓迎する一方、銀行、企業、行政の密接な関係により生まれるモラルハザードを避け、透明性を確保することを求めた。
（3） 国債利回りの急騰

　２６日、スロベニアの１０年物国債利回りが前日比９０ポイント増となる６．１７％へ急騰した。一時５．８５％まで落ち着いたが、２７日にはさらに１０８ポイント増となる６．９３％へ上昇し、この２日間で２％の利回りの上昇となった。当該利回りはポルトガル（６．５２％）やハンガリー（６．３％）よりも高い。
　今回のスロベニアの国債利回り急騰は、キプロスの財政破綻がきっかけとなった。次に金融支援を求めるのはスロベニアとの見方が海外メディアを中心に報じられており、そうした予測が債権市場に反映したものと思われる。スロベニアの利回りは２０１２年前半には７％台近くまで上昇していたが、ヤンシャ前政権の緊縮財政政策と構造改革の実施により同年末には５％以下へ下落した。しかし、ヤンシャ前政権の崩壊により再び上昇を始め、ブラトゥシェク新政権の発足により一時的に落ち着いていたところだった。
　２７日、ブラトゥシェク首相は、新政権発足後初となる国会答弁において、スロベニアの財政支援の可能性を改めて否定し、スロベニアとキプロスを比較するのは不必要かつ不適切であり、スロベニアは自国の財政問題は自国で解決することが可能である旨述べた。また新政権においても引き続き財政安定化を最優先事項とすることを確約した。さらにチュフェル財務大臣は民営化を進める意向を示した。

（４）政府系シンクタンクによる経済観測
　２９日、政府系シンクタンク、マクロ経済分析発展研究所（IMAD）が２０１３年経済観測を発表した。

　２０１３年のGDP成長率は、１．９％減少し、昨年秋の予測から０．５％の下方修正を行った。２０１２年の２．３％減から引き続きマイナス成長となる見通し。一方、２０１４年にはプラス成長に転じると見られており、２０１４年には０．２％、２０１５年には１．２％の経済回復が期待されている。
景気後退は労働市場のさらなる状況の悪化を招くと予想されており、失業者数は２０１２年の１１万人から２０１３年には１２万３５００人、２０１４年には１２万４０００人に達すると見られている。なお、２０１３年の失業率は１３．４％となる見通し。

財政赤字は、GDP比３％との予測が立てられており、昨年の３．７％よりも縮小すると見られているが、仮に想定外の事態、例えば政府の所有する偶発転換社債（CoCos）が株へ転換する場合には、財政赤字はGDP比４．２％になると予想されている。

２０１３年の輸出は１．２％の増加しか期待できず、チェコ、スロバキア、ポーランド、ハンガリーといった東欧諸国に引き続き遅れを取ると見られる。一方、対外投資は近年の急激な減少に続き０．５％の落ち込みとなる見込みである。


３．外交

（１）パホル大統領の訪日
　６日～８日、パホル大統領がスロベニア大統領として初めて日本を実務訪問し、天皇陛下との御会見及び安倍総理との会談を行った。首脳会談において、パホル大統領から、「アベノミクス」に対する関心が示されるとともに、両国の政治・経済関係が強化されることを希望する旨発言があった。今回の大統領訪日には企業関係者も随行しており、新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）主催の日スロベニア技術協力セミナーや、ＪＥＴＲＯとスロベニア投資・観光庁共催による日・スロベニア・ビジネス投資フォーラム等が開催された。
（２）旧リュブリャナ銀行預金問題
　７日、プシッチ・クロアチア外相とカイゼル・スロベニア首相府次官が、旧リュブリャナ銀行外貨預金問題に関する覚書に仮調印し、１１日、スロベニア・クロアチア両国首相が、旧リュブリャナ銀行外貨預金問題に関する覚書に署名した。これにより、スロベニアによるクロアチアのＥＵ加盟条約批准への道が開かれた。７日にクロアチア政府が明らかにした本件覚書は、２００１年の旧ユーゴ承継条約付属書Ｃに基づき本件に対処することが規定している。同時に両国は、本問題の包括的解決のためにバーゼルの国際決済銀行(BIS)の支援の下での協議継続を確認した。
クロアチアは、同国の２商業銀行による新リュブリャナ銀行に対する訴訟への保証を停止することとなる。一方、スロベニアは、クロアチアのＥＵ加盟条約批准に向けたスロベニア議会の手続を迅速に開始することとなる。両首相は、本件覚書を両国双方の勝利と評価した。ミラノヴィッチ首相は、旧ユーゴ承継交渉の枠内での作業を直ちに再開し、クロアチアは本件覚書の内容に従う旨述べつつ、本問題の解決にはセルビア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、マケドニアの関与が必要となる旨述べた。また、ミラノヴィッチ首相は、欧州人権裁判所で係争中の旧リュブリャナ銀行関連訴訟については、今次覚書の対象外である旨指摘した。

１．内政


●４党連立による中道左派新政権が発足し、スロベニア史上初の女性首相が誕生。


●新政権発足わずか１週間で、インフラ・空間計画大臣が辞任表明。


●議会政党の年金者党及び人民党でそれぞれ党首選挙が実施。


２．経済


●雇用関係改革法及び労働市場改革法の労働改革２法案が国民議会において可決。


●IMFがスロベニア経済に対する評価報告を発表し、スロベニアが金融危機、財政再建、脆弱な企業バランスシートの負のループに陥っていると指摘。


●政府系シンクタンク、マクロ経済分析発展研究所（IMAD）が２０１３年経済観測を発表し、ＧＤＰ成長率を－１．９％と予測。


●キプロスの財政破綻の影響により、スロベニアの１０年物国債利回りが一時６．９３％へ上昇。


３．外交


●パホル大統領がスロベニア大統領として初めて日本を訪問。


●スロベニア・クロアチア両国首相が、旧リュブリャナ銀行外貨預金問題に関する覚書に署名し、クロアチアＥＵ加盟条約批准に向けて前進。








